













































































































































































































































































































































































































































































年　　次 経常収支 貿易収支 総合収支
1971 5，797 7，787 7，677
1972 6，624 8，971 4，741
1973 ▲　　136 3，688 ▲10，074
1974 ▲　4，693 1，436 ▲　6，839
1975 △　　682 5，028 ▲　2，676
1976 3，680 9，887 2，924
1977 10，918 17，311 7，743
1978 16，534 24，596 5，950
1979 ▲　8，754 1，845 ▲16，662
1980 ▲10，746 2，125 ▲　8，396
1981 4，770 19，967 ▲　2，144
1982 6，850 18，079 ム　4，971
1983 20，799 31，454 5，177
1984 35，003 44，257 ム15，200
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〔資料出所〕東京銀行調査部「東京銀行月報」第38巻，第6号，1986年6月による。
〔注〕1）スミソニァン・レ・tb基準の月末値のパーセント表示である。
　　2）　スミソニアン・レートはつぎのとおりである。
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カナダ・ドルは当時は変動相場制であったので，12月18日ニューヨーク市場終値中値を基準とする。
V－1図　対ドル為替レートの推移
収支はもともと赤字であったが，その赤字も
同じ期間について32．4％ほど減っている。3
月においても同様であってサービス貿易収支
の赤字は1985年3月の赤字水準に対し73．2
％の減少である。
　他方，1985，年のアメリカの貿・易収支は
1，480億ドルもの赤字を計上している。アメ
リカのこの統計では輸入が運賃、・保険料こみ
なので，赤字がそれだけ大きくなることを考
慮しても巨額である。それは1984年に対し
106
20．0％の増加である。そのうち，日本との間
でつくりだされた赤字は497億ドル，約33
％になるが，その赤字も1984年に対し35．0
％の増大であって，赤字額合計の増加率より
もはるかに大きい。1986年3月には145億
ドルの貿易収支の赤字であるが，これは1985
年3月に対し，48．5％の増大，となってお
り，ますますその赤字は大きくなっている。
同じ3月の日本との赤字も55億ドルであり，
1年前に対して73．8％の赤字増加である。、
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〔資料出所〕　V－1図に同じ。
〔注〕1975年＝100とした数値である。
　　　　　　　　　　　　　　V－2図　実効為替相場の推移
　円の対ドル・レートは変動相場制への移行
以来，これまで循環的な変動を示してきた
が，最近の循環の谷は1985年の3月であり，
そのときのレー一トは260円であった。その循
環の谷から徐々に上昇しはじめた円は，9月
には240円になる。そこで先進5か国の協調
介入となり，そこから急速に円高ドル安が進
行していった。したがって，協調介入に先だ
つこと6か月の時点から，対ドル・レートは
円高コースを歩みはじめたのである。それは
決して協調介入以後にみられたような急ピヅ
チの円高ドル安ではなかったかもしれない
が，それでも6か月間に7．8％の上昇である。
　こうしてみると，円高ドル安がすでvc　1年
以上つづいているなかで，日本の貿易収支は
全体としても，アメリカとの間でも，ともに
その黒字を拡大してきたことがわかる。
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　V．2　貿易不均衡の調整
　現在では常識的なこととして指摘されてい
るように，円高になったからといってただち
に日本の貿易収支の黒字が解消に向うわけで
はない。円高後もしばらくは黒字が増大す
る。J・カー一ブ効果とよばれるこの現象は，
アメリカの場合にもあてはまり，たとえドル
安となっても，アメリカの貿易収支の赤字が
すぐに縮小するわけではなく，しばらくの間
むしろ増大する。
　しかし，J・カーブ効果だからといって現
在の不均衡が容認されているわけではなく，
アメリカには日本との不均衡拡大に対する不
満が増大している。円高となれば，ただちに
日本の輸出価格のドル換算値は上昇するがt’t
それと同時に，ドル安のためにアメリカの輸
出品価格の円換算値は下落する。したがっ
て，外国貿易の現場にある企業の立場からみ
るならぽ，円高ドル安になれば，輸出品に対
する外国からの注文はただちにそれに反応す
る。それだからこそ円高ドル安が進行したと
き日本の輸出品生産者は声高に苦境をうった
え，アメリカの輸出品生産者は逆に順風を帆
にうけることになる。こうして現場感覚はJ
・カーブ効果とは異なったものとなる。
　しかし，注文，契約，生産，輸送，決済と
いった経済行動にはどうしてもそれ相応の期
間が必要である。たとえぽ，円高の進行以前
の輸出注文に対する受渡しが円高後になる場
合には，その輸出のドル換算の輸出額は増大
する。外国需要の減少の影響はおくれること
になる。円高が進行しても，それが貿易収支
に反映するまでにはしばらくの時間がかか
る。つまり，J・カーブ効果はそのタイム・
ラッグによるものである。その効果が出つく
すまでに1年から2年を要すると一般にいわ
れているが，1986年版の「通商白書」によれ
ぽ日本の場合は10か月ぐらいであるという。
　しかし，それは円高ドル安の進行がおちつ
いた時点から数えての話であって，円が高く
なりつづけているかぎり，つぎつぎとタイ
ム・ラッグが積み重ねられるから，J・カー
ブ効果もつぎつぎと積み重なっていく。した
がって，現状からみるとき，いずれにしても
1987年にはいらないと円高の貿易収支改善
効果はでてこないことになる。もしそれより
も早期に貿易収支の黒字が縮小するとすれ
ば，それは別な力が作用するときであろう。
　輸入についても類似のことがおきている。
輸入の場合に問題なのは，その国内市場価格
である。ところが，日本の国内市場をみる
と，円高ドル安にもかかわらず輸入品価格が
下落していない，という不満がつよい。それ
にはいろんな原因があろうが，その一つはタ
イ1ム・ラッグである。円安ドル高期の輸入品
在庫がなくなるまでの期間，円高後の輸入品
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が日本へ到着するまでの期間，輸入原材料，
中間材が完成品になるまでの期間，さらに円
高ドル安定着に対する確信が一般化するまで
の期間などとなる。いずれもタイム・ラッグ
要因である。国内市場での輸入品価格や輸入
投入財を用いた完成品価格がなかなか下落し
ないとすれぽ，輸入需要が増加するはずもな
い。
V．3　国内市場の競争性
　しかしながら，この輸入品価格にはさらに
根本的な要因がからんでいる。それは国内市
場の競争性である。円安のときと円高のとき
とで，輸入品の市場価格変動のスピードは決
して対照的ではないことや，貿易摩擦で問題
となる日本の流通機構の複雑さなど，いずれ
も競争性の問題である。もし市場の競争性が
充分に確保されているならば，輸入品価格が
下落し需要が増加するが，非競争的ならば価
格低下はあまり進まない。
　輸入価格の円換算価格は税関通過の波打ち
ぎわ段階では，円高ドル安になった分だけ間
違いなく下落しているはずである。他の条件
に変化がないのに，それが国内市場価格に反
映しないとすれば，それはその市場が競争的
ではないからである。産業組織論的にいえ
ぱ，輸入が独占的におこなわれているか，あ
るいは輸入品を扱う企業間に実質的な結託が
形成されているかである。日本ではタイム・
ラッグ要因もさることながら，有形無形の結
託的要因もかなり強いとみられている。
　もちろん，日本の国内市場は総体としてか
なり競争的であるから，輸入関連の生産物市
場だけが非競争的というのはありえないこと
である。いずれは輸入品価格も国内で下落す
る。おそらく，例外となるのは国内の産業構
造をかえなければ，どうにもならない，とみ
られている場合であろう。たとえば，牛肉，
生（絹）糸，骨つき鶏もも肉などのよう：な残
存輸入制限品目あるいは国家貿易品目のよう
貿易・経済摩擦の諸側面（渡部）
に政府によって管理されている輸入品目がそ
うである。輸入牛肉の円換算価格が下落して
も，国内の生産者保護のため国内販売価格は
下げないの原則となっている。これに類似し
たものは決して少なくない。
　輸入品価格の下落が競合する国内産業に打
撃をあたえる可能性があるとき，それを防止
しようとすれば，その国内価格の下落を抑制
するしかないであろう。この価格下落の抑制
は貿易収支不均衡の調整を抑える結果にな
る。いいかえると，為替レートの貿易への影
響を打ち消してしまう中和剤的な役割をもっ
ている。これでは本来の不均衡是正という目
標とあい入れないので，公然と輸入品の国内
価格の下落抑制策をとるのは国際摩擦の種と
なる。そうした中和剤的な役割をもつものと
して，円高進行の打撃をうける産業への助成
策（たとえば差別的な低金利融資）があるが，
この助成策さえアメリカ側からの非難の対象
となった。
V．4　「円高差益」の還元
　しばしば「円高差益の還元」ということが
いわれるが，これは市場メカニズムがもとも
と作用しない領域についていわれるものであ
る。たとえば，電力やガスなどのように供給
側に公共的独占力がある場合，円高による輸
入エネルギー・コストの軽減がある。それを
どれくらい価格の引下げにむけるかは多様な
視点からの判断による。多かれ少なかれ，独
占的あるいは寡占的な供給状況にある産業で
は円高によりその生産物の販売価格を下げる
誘因に乏しい。なぜなら競争の激しさによっ
て価格下落への圧力が作用することが少ない
からである。むしろ世論による圧力，あるい
はそれにもとつく政府の行政指導などの非経
済的要因が重要な働きをもつ。
　その意味では，できるかぎり市場の競争性
を確保するための制度的・政策的・社会的圧
力のあることが，円高と輸入品の国内価格の
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下落とを結びつけるための必要条件なのであ
る。一面ではたしかにそうした圧力が強く存
在しているが，しかしその圧力がうまく行き
わたっているわけではない。残存輸入制限品
目の削減・撤廃や非関税的措置の改善は，円
高ドル安と国内市場価格の下落との間の通路
を広くするためにも必要とされている。
V．5　摩擦対応策としての「内需拡大」
　これまで言及しなかったが，円高ドル安が
進行しているにもかかわらず，貿易収支の不
均衡是正がなかなか進まないもう一つの理由
がある。それは国内需要拡大の不振である。
　円高ドル安が進行するとき，日本製品に対
する外国需要はそのドル換算価格の上昇のた
めに減少する。輸出（需要）量は減少するが
ドル換算価格は上昇しているので，その減少
と上昇の程度に応じてドル表示輸出額が増減
するであろう。日本の輸出量統計によると，
数量的には1984年第4・四半期から減少が
はじまっている。たとえドル表示では増大し
ても，円表示輸出額は減少する。輸出産業の
うける打撃の意味はこれであり，明らかに国
内景気は悪い影響をうける。
　他方，輸入についてはその円換算価格が波
打ちぎわで下落しているから，いずれにして
も利益は増大する。しかし前述のように，国
内市場価格はさして下落しないとすれば需要
は大きく影響されないが，もし市場価格が下
がるならば，競合する国内産業は打撃をうけ
るだろう。現在時点で利益があっても，いず
れ打撃をうけるという予想は間違いなく景気
に悪い影響をあたえる。輸入生産財を用いる
産業は円高ドル安で利益をえていても，景気
悪化の予想のもとでは，前途について楽観的
セこなりにくいo
　さらに，需要不振の予想が一般化するなか
で，賃金所得の大きい増大はおこりにくい。
賃金所得があまり増加しなければ，消費支出
も大きくは増加しない。これでは，国内需要
の伸びもそんなに大きくはなりえない。これ
では輸入が思うようには増加しないどころ
か，減少するとしても不思議はない。
　もちろん，アメリカや西ヨーロヅパ諸国か
ら景気拡大政策をとるべきであるといわれて
おり，それに答えるために民間活力の導入が
強調されてきた。民間活力を抑制している政
府規制を廃し，税制を改め，自由競争市場の
活力を生かすというのが，アメリカなどでい
われている考え方であるが，日本では，かな
らずしもそうではない。日本的意味における
民間活力の導入とは，規制撤廃による競争市
場の活力を生かすというよりは，むしろ賃金
面に力点がある。現在，日本では財政赤字削
減という目標を追求しているため，財政支出
による公共投資などで経済活力を刺激するこ
とができない。そこでその賃金のたりない部
分は民間からだしてもらい，公共性の投資を
はじめさまざまな政策を追求していく，とい
うことが民間活力の導入という意味のようで
ある。しかし，現実的にはこれまでのところ
国内需要はそれほど刺激されているとはいえ
ない。5月の東京サミットでは，国際協調と
貿易不均衡の是正が重要な項目として合意さ
れたが，その実効ある政策についてはふれな
かった。
V．6　国際的視点に立つ産業調整
　　一対外直接投資の効果と貿易
　ここでもう一つの問題がある。それは日本
からの対外投資が増大し，そのために長期資
本収支が大幅な赤字となっている，という点
である。証券投資の著しい増大もさることな
がら，直接投資もかなりの額となっている。
問題というのはこの直接投資が貿易収支と深
くかかわりがあるからである。アメリカや西
ヨーロッパへの製造工業の直接投資には貿易
摩擦をさけるための投資がかなりある。輸出
増大のかわりに現地生産をおこなうのである
から，それだけ日本からの輸出は代替されて
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しまう。最近では円高ドル安の急速な進行に
ともない，現地生産に切りかえるということ
がおきている。また，同じく円高ドル安の影
響をさけるため，アジア近隣諸国における部
品生産を目的とした投資をおこなうケースが
増えている。
　こうした現象は日本からの輸出の伸びを抑
制し，海外からの部品調達（輸入）を促進す
ることにより，貿易収支の不均衡是正に役立
つことになる。たしかに，円高ドル安は，対
外投資を通じて日本からの輸出を抑制し，日
本への輸入を促進し，貿易収支の黒字の縮小
へとつながっていく。しかしながら，こうい
う形の円高ドル安と貿易の結びつきは，J・
カーブ効果以上に時間のかかるものである。
なお，日本への資本進出などにより部品を調
達しているアメリカ企業は，円高ドル安でも
簡単には日本からその調達をやめないかもし
れない。
　さらに，直接投資の増大は長い目で見れ
ば，日本における生産との代替機能をもつと
ころから，たんに現地における生産・販売に
とどまらない。周知のように，アメリカの自
動車メーカーがカナダでおこなう自動車生産
はアメリカへの自動車輸出と直結している。
日本の場合，とくにアジア近隣諸国における
直接投資は日本への輸出活動へつながってい
く可能性が強い。これは直接投資が生産能力
の移転であることからの当然の結果である。
これによって日本と相手国の間の生産能力の
格差は縮小する。
　ここまでくると，直接投資は国際的産業調
整と結びついてくる。今回の先進国首脳会議
に先だってだされた「経済構造調整研究会報
告書」は輸出依存体質からの脱却のために，
産業構造ばかりでなく労働を含む経済社会構
造の改革を提言したが，このことは，日本の
貿易収支の黒字をなくすには，長期的視点で
の対応が必要であることを示している。
　このようにみてくると，諸般の事情から，．
貿易・経済摩擦の諸側面（渡部）
貿易不均衡の圧力は為替市場へ向わざるをえ
なくなるが，それでも貿易黒字の是正が進ま
ないとすれば，貿易摩擦の火が再びかきたて
られることは必至であろう。
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